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１．港湾の事業継続計画（港湾ＢＣＰ）の必要性

２．港湾ＢＣＰの策定状況

３．港湾ＢＣＰの継続的な見直し

４．広域的な港湾ＢＣＰ
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事業継続計画（BCP）とは

「事業継続計画」 ＢＣＰ： Business Continuity Plan

災害発生時に優先的に取り組むべき重要な業務を継続し、
最短で事業の復旧を図るために事前に必要な資源の準備や
対応方針・手段を定める計画である。

具体的な取り組みとしては、災害に即応した人員の確保、
システムのバックアップ、必要な資機材の確保などがある。

（出典： 都政のＢＣＰ（事業継続計画）の基本的考え方／東京都）
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復旧時間の短縮と優先業務の継続が重要

出典：関東地方整備局業務継続計画2007
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港湾BCPの必要性

港湾BCP
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新潟港
(H25.3.15)

伏木富山港
(H25.2.25)

敦賀港
(H25.3.19)

金沢港
(H24.7.2)

七尾港
(H25.3.27)

直江津港
(H25.11.29)

佐渡地域
(H25.10.25)

佐渡地域港湾BCP協議会（H26.2.13)

伏木富山港災害時における官民連携協議会

（H26.2.21)

港湾BCP協議会の設立状況
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【金沢港】

【伏木富山港】 【敦賀港】

【両津港・小木港（二見港含む）】

【新潟港】

【七尾港】

【直江津港】

金沢港災害時連絡協議会の様子

・平成27年3月（予定）

・平成26年3月（予定）

・平成27年3月（予定）

・平成26年3月（予定）

・平成27年3月（予定）

・平成26年3月（予定）

・平成27年3月（予定）

北陸管内における港湾BCPの策定時期（予定）

6



港湾BCPの策定状況（港別）

港 名
協議会

設立時期
BCP

策定状況
BCP

策定時期

苫小牧港 H26ｄ予定 × （H26d）

釧路港 H24.11.28 △ （H25d）

八戸港 H25.6.14 △ （H26d）

青森港 H25.7.29 △ （H25d）

宮古港 H26.2予定 △ （H26d）

大船渡港 H26.2予定 △ （H26d）

久慈港 H26.2予定 △ （H26d）

釜石港 H25.8.2 △ （H26d）

仙台塩釜港 H25.7.23 △ （H26d）

秋田港 H25.5.29 △ （H26d）

船川港 H25.5.29 △ （H26d）

能代港 H25.5.29 △ （H26d）

酒田港 H25.5.28 △ （H25d）

小名浜港 H25.7.24 △ （H26d）

相馬港 H28.7予定 × （H29d）

茨城港 H24.7.27 △ （H25d）

鹿島港 H24.7.26 △ （H25d）

千葉港 H24.10.10 △ （H26d）

木更津港 H25.2.27 △ （H26d）

東京港 H24.5.18 ○ H25.3策定

横浜港 H21.9.8 △ （H25d）

川崎港 H23.2.21 △ （H25d）

横須賀港 H24.3.30 △ （H26d）

新潟港 H25.3.15 △ （H25d）

両津港・小木港 H25.10.25 △ （H25d）

直江津港 H25.11.29 △ （H26d）

伏木富山港 H25.2.25 △ （H26d）

七尾港 H25.3.27 △ （H26d）

金沢港 H24.7.2 △ （H25d）

敦賀港 H25.3.19 × （H26d）

清水港 H25.7.8 △ （H25d）

田子の浦港 H25.9.24 △ （H25d）

御前崎港 H26.1予定 × （H25d）

名古屋港 H24.11.13 △ （H25d）

衣浦港 H25.1.17 △ （H25d）

三河港 H25.1.17 △ （H25d）

四日市港 H24.11.27 △ （H25d）

津松阪港 H25.1.22 △ （H25d）

徳島小松島港 H25d予定 △ （H25d）

高松港 H23.9.14 ○ H23.9策定

松山港 H26.1.17 △ （H26d）

高知港 H25.2.25 ○ H25.2策定

須崎港 H25.9.5 △ （H25d）

宿毛港 H25.12.2 △ （H26d）

細島港 H25.1.25 ○ H25.3策定

宮崎港 H25.8.30 △ （H25d）

油津港 H25.11.18 △ （H25d）

那覇港 H26d予定 × （未定）

平良港 H26.1予定 × （未定）

石垣港 H26.1予定 × （未定）

中城湾港 H26.2予定 × （未定）

○ 策定済み

△ 策定中

× 未着手

北陸管内

出典：港湾局　海岸・防災課　災害対策室

（平成26年1月現在)
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港湾BCPの主な構成（○○港のケース）
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① 被害想定

② 復旧優先順位

③ 目標復旧期間

④ 災害時連携に係る行動計画

⑤ 災害時連携における全体像

⑥ 緊急物資輸送活動における行動計画の実施方針

⑦ 緊急物資輸送機能の確保に向けた重要業務の実施手順

⑧ 災害時の協働体制のイメージ

⑨ 本協議会の情報連絡体系

□ 脆弱性の評価

・施設の耐震性・耐津波性能評価

・港湾が被災した場合の影響評価

・関係者間の連携体制の評価

・現状での復旧目標時期の設定

改善方針
（ＰＤＣＡ）

【港湾ＢＣＰの主な」構成】 【ハード面に関する検討】

■ 課題の抽出● 訓練の実施



港湾BCPのイメージ

①被害想定

標準シナリオ 最悪シナリオ 備 考

被害
応急復旧で暫定供用でき
る被害を想定する。

供用までに本格復旧を要す
る被害および津波による被
害を想定する。

地震 震度６強（被害軽微） 震度６強（被害甚大）
・○○平野の地震
・○○地震
・M6.5直下型地震

津波 なし あり（津波高3.7ｍ）
・○○県西方沖地
震

復旧期間
(岸壁の例)

応急復旧での供用を想定
し、概ね2週間程度とする。

本格復旧が必要な被害を想
定し、概ね４ヵ月とする。
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②復旧の優先順位

時
間 

一般貨物輸送用施設の 

応急復旧    

 

○○港災害時連携協議会 
応急復旧方針 

緊急物資輸送用施設の 

応急復旧 

 

石
油
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） 
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仮
） 

航
路
啓
開 

臨
港
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路
啓
開 

港湾BCPのイメージ
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③目標復旧期間

機能 施設

標準シナリオ（地震のみ） 最悪シナリオ（地震＋津波）

目標
復旧
期間

考え方
目標
復旧
期間

考え方

緊急物資輸送 ○○岸壁 3日
物資備蓄の期間（3日）、避難者数のピー
ク（3日目）、応急復旧の期間を基に設定

1週間 地震のみのケースに加えて、航路啓開に
要する期間（7日）を基に設定

エネルギー
輸送

○○岸壁 3日
石油の在庫期間（最少3日）、生活への影
響を考慮し設定

1週間 地震のみのケースに加えて、航路啓開に
要する期間を基に設定

外貿コンテナ
・バルク貨物
輸送

○○岸壁
( コ ン テ
ナ)

1週間 ターミナルの応急復旧、電力復旧に要す
る期間（7日）、荷主の在庫期間から設定

1ヶ月
航路啓開、荷役機械、電気設備の応急復
旧（代替大型クレーンの利用を想定）、
ヤードの散乱物の片付けに要する期間

バルク貨物
輸送

○ ○ ( バ
ルク) 1週間 荷主の在庫期間から設定 4ヶ月 岸壁の暫定供用に要する期間

海上・陸上
輸送(全般)

航
路
泊
地

緊急物
資

当日 津波を想定せず、被害なし 1週間 緊急物資輸送を優先し航路啓開

一般貨
物

当日 津波を想定せず、被害なし 3週間 暫定水深を確保

臨港道路 3日
段差、陥没箇所の応急復旧に要する期間
（3日）
緊急物資輸送に対応

1週間
散乱物の撤去、段差、陥没箇所の応急復
旧に要する期間
緊急物資輸送に対応

港湾BCPのイメージ
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④災害時連携に係る行動計画

 
 
 
 
 
 
 
 

初  動 

被害調査 

応急復旧方針
の決定 

応急復旧方針
決定後の行動 

・安全確保：避難、二次災害防止、職員の安否確認等
・緊急体制確立：緊急体制の発動、災対本部の設置、職員の参集等 
・情報収集：地震・津波情報、警報・注意報、被害状況、交通規制等 

・人的被害：安否確認済みの人数、死傷者数、不明者数
・施設被害：事務所、事業所、工場、港湾・空港・道路、ライフライン

等の被災状況、海路・空路・陸路の運航状況、使用可否・
規制、復旧の見通し、業務再開の見通し等

・被災状況：被害調査結果の集約 
・情報共有：被災状況、関係者の活動方針、不足する物資・資機材、応

急復旧に向けた問題点等 
・応急復旧方針：緊急物資輸送・一般貨物輸送に使用する施設と復旧方

法、航路啓開の範囲・順序、道路啓開のルート・順序、
供用開始時期、復旧の作業分担等 

・被災状況と応急復旧方針の公表 

・交通規制、入港制限、安全確認等
・緊急物資輸送用施設の応急復旧、緊急物資受入体制の確保、緊急物資

輸送の開始等 
・一般貨物輸送用施設の応急復旧、業務の復旧、一般貨物輸送の開始等 

12
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⑤災害時連携における全体像

 
港湾管理者 

整 備 局 

建設関連団体

港湾物流企業等

港湾運送事業者、 

ポートサービス、 

水先人会等 

県、市 

（災害対策本部）

海上保安部 

警 察 

消 防 

入国管理局

税   関

検 疫 所

植物防疫所

動物検疫所

荷主企業 

漁協等 

 

応急復旧方針等の決定(必要に応じて金沢港災害時連携協議会を開催) 

(被災状況の確認、情報共有、応急復旧方針の決定、被災状況と応急復旧方針の公表等)

緊
急
輸
送
用
施
設
の

応
急
復
旧 

緊
急
輸
送
体
制
の 

確
保 

緊
急
物
資
受
入
体
制 

の
確
保 

交
通
規
制 

安
全
確
認 

業
務
の
復
旧 

情
報
提
供 

一
般
貨
物
輸
送
用 

施
設
の
応
急
復
旧 

一般貨物輸送の再開

船 会 社 

緊
急
輸
送
体
制
の 

確
保 

被
災
船
舶
の
除
去 

代
替
輸
送 

航
路
の
再
開
準
備 

業
務
の
復
旧 

災害発生 

被
災
貨
物
の
回
収
・
処
分 

業
務
の
復
旧 

代
替
輸
送 

災
害
発
生
後
の 

時
間 

運輸局 

津波なし：1日程度 

津波あり：警報解除後

半日程度 

【標準シナリオ】 

３日 

【最悪シナリオ】 

１週間 

順次再開 

陸
上
輸
送
、
海
上
輸

送
の
あ
っ
せ
ん 

初動 
安全確保 

緊急体制確立 

情報収集 

被害調査 

初動 
安全確保 

緊急体制確立

情報収集 

被害調査

初動 
安全確保 

緊急体制確立

情報収集 

被害調査

初動 
安全確保 

緊急体制確立

情報収集 

被害調査

初動 
安全確保 

緊急体制確立

情報収集 

被害調査

初動 
安全確保 

緊急体制確立

情報収集 

緊急輸送方針

初動 
安全確保 

緊急体制確立

情報収集 

被害調査

初動 
安全確保 

緊急体制確立 

情報収集 

被害調査 
（津波警報解除後）

業
務
の
復
旧 

港
湾
物
流
企
業
復
旧
支
援 

緊急物資輸送の開始 
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応急復旧方針等の決定（必要に応じて○○港災害時連携協議会を開催）



⑥緊急物資輸送活動における行動計画の実施方針
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【標準シナリオ】 
1 日程度 

【最悪シナリオ】 
警報解除後半日程度 

【標準シナリオ】 
3 日 

【最悪シナリオ】 
1 週間 

被害状況の把握と応急復旧の準備 

・安全確保の上で、できるだけ迅速にわかる範囲で被害
状況を把握する。 

・港湾施設の詳細調査や応急復旧に向けて、支援要請、
支援準備を行うとともに、詳細調査を実施する。 

緊急物資輸送施設の応急復旧方針の決定 
(必要に応じて金沢港災害時連携協議会の開催) 

・被害状況を勘案し、緊急物資輸送施設を選定する。 
・暫定水深、使用する航路・泊地の範囲、陸上輸送ルー
ト等を決定し、復旧方法、作業分担、供用開始時期等
を決定する。 

応急復旧と緊急物資輸送の準備 

・航路泊地啓開、臨港道路の啓開、岸壁(大浜・無量寺・
御供田岸壁)・ヤード等の応急復旧を行い、復旧後に
施設の安全確認を行う。 

・緊急物資の受入体制、輸送体制、荷役体制などの緊急
物資輸送の準備をする。 

緊急物資輸送の開始 

・緊急物資輸送に向けて関係者間での調整を行う。 
・緊急物資輸送を開始する。 

フ
ェ
ー
ズ
Ⅰ 

フ
ェ
ー
ズ
Ⅱ 

フ
ェ
ー
ズ
Ⅲ 

フ
ェ
ー
ズ
Ⅳ 
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・航路泊地啓開、臨港道路の啓開、岸壁・ヤード等の応急復旧
を行い、復旧後に施設の安全確認を行う。

・緊急物資の受入体制、輸送体制、荷役体制などの緊急物資
輸送の準備をする。

緊急物資輸送施設の応急復旧方針の決定
（必要に応じて○○港災害時連携協議会の開催）



⑦緊急物資輸送機能の確保に向けた重要業務の実施手順
 

津波警報解除 

整備局 

輸送体制の確保
・トラック、ドラ

イバーの配置 

・倉庫の確保 

港湾管理者
陸運業者 

倉庫業者 

○○県、○○市 
（災害対策本部） 

ヤ
ー
ド
の
被
災
貨
物
、

ガ
レ
キ
撤
去 

受入体制の確保 
・輸送ルート啓開 

・集積場所確保 

・陸運業者の手配 

航路の 

安全確認 

海上保安部 

被害調査 
・航路・泊地 

航行制限 

緊急物資輸送の開始 

緊急輸送の方針 
・配給エリア 

・貨物 

・輸送手段 

・集積場所 

・輸送ルート等 

物流業者の

あっせん

運輸局 

緊急物資輸送施設の応急復旧方針の決定 

(必要に応じて金沢港災害時連携協議会の開催) 

緊急物資輸送に向けた調整

港湾物流企業 
（港運業者、ﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽ） 

支援準備 
・作業可能なトラ

ック、ドライバ

ー、倉庫の確認

物流業者の 

情報収集 

支援要請 

建設関連団体

支援準備 
・作業可能な作業員、

荷役機械、倉庫・

上屋の確認 

詳細調査 
・航路・泊地 

・岸壁・ヤード

・臨港道路 

支援要請

支援要請

荷役体制の確保
・作業員の配置 

・荷役機械の確保

・機材の確保 

応急復旧 

 
支援要請

応急復旧 
・航路・泊地 

・岸壁・ヤード

・臨港道路 

被害調査 

 ・航路・泊地  

・岸壁・ヤード 

・臨港道路 

航路被災状況確認 
港湾施設被災状況確認 

報告

報告

報告

報告

報告

入港許可 

報告 

支援要請

港湾施設復旧状況確認 報告

報告

支援要請

支援要請 

指示 

航路標識の

応急復旧 

支援準備 
・作業船団確保

・作業員確保

・資機材確保

情報提供

情報提供
情報提供

・航路・泊地  

・岸壁・ヤード 

・臨港道路 

フ
ェ
ー
ズ
Ⅰ 

フ
ェ
ー
ズ

Ⅱ

フ
ェ
ー
ズ
Ⅲ 

フ
ェ
ー
ズ

Ⅳ

【標準シナリオ】 

1 日程度 

【最悪シナリオ】 

警報解除後半日

程度 

【標準シナリオ】 

3 日 

【最悪シナリオ】 

1 週間 15

港湾BCPのイメージ

緊急物資輸送施設の応急復旧方針の決定
（必要に応じて○○港災害時連携協議会の開催）



船 社
事業の復旧・継続

港湾の復旧
代替輸送

行政機関

安全確保
港湾の復旧
緊急物資輸送

業務の復旧・継続
地域の復旧・復興

団 体

事業の復旧・継続
港湾の復旧

緊急物資輸送

荷 主

事業の復旧・継続
港湾の復旧

港運事業者等

事業の復旧・継続
港湾の復旧
緊急物資輸送

○○港港湾ＢＣＰ協議会

・災害時の情報共有

・復旧方針の決定

・連絡調整

事務局

○○県商工労働部
○○県土木部

北陸地方整備局 ○○港湾・空港整備事務所

・港湾利用者、外部機関等への情報発信

・外部機関との連携・調整

・他港との連携

⑧災害時の協働体制のイメージ
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港湾BCPのイメージ



⑨本協議会の情報連絡体系

 

 

○○運輸局 
○○運輸支局 ○○海上保安部 港湾管理者 

○○港湾・空港 
整備事務所 

○○県警察本部 
金沢市消防局等 

○○県・○○市 
災害対策本部 

○○入国管理局 
○○出張所 

○○税関 ○○税関支署等 ○○(株) 
北陸事務所等 

(株)○○等 

(株)○○港運 

○○通運(株) 

○○水先区水先人会 

(社)日本埋立浚渫協会 
○○支部 

(社)○○県建設業協会 

被災県外の本部・支部等 

【建設関連団体】 【港湾物流企業】 【船社・荷主】 

【北陸地方整備局】

等

等

＜関係民間団体＞ 

※被害が広域甚大な場合 

被災県外の本社・支社等 

港湾空港部 

関係行政団体の 
本部・支部等 

国土交通省 港湾局 

北

陸

以

外
の
地

方
整

備

局 

＜関係行政団体＞ ＜オフサイトバックアップ機能＞ 

＜金沢港災害時連携協議会＞ 

17
〈○○港災害時連携協議会〉

○○県警察本部
○○市消防局等

港湾BCPのイメージ



新潟港（東港地区）西ふ頭４号岸壁
（H19耐震強化岸壁）国際コンテナ
※ガントリークレーンの免震化

主要な施設の脆弱性の評価（例： 新潟港）

主要な施設の選定

想定地震・津波の選定

◇輸入雑貨の供給寸断
◇陸送による物流コストの増大

被災した場合に考えられる影響

施設の耐震性評価

関係者間の連携体制の評価

現状での復旧目標時期の設定

③ 改善方針（施設、連携体制）

① 脆弱性の評価

◇物流機能再開に至る時間軸に沿った対応手順・方法
の明確化

◇応急復旧に向けた要員、資機材等の確保
◇港湾関係者のネットワーク構築による協働体制構築
◇港湾関係者の役割分担の明確化

② 課題の抽出

◇復旧プロセスの円滑化による回復時間の短縮
◇回復段階に沿った手順（行動計画）、資源の確保（人・資
機材等）、情報共有について、役割分担を明確にする

東港地区西ふ頭４号岸壁(国際コンテナ、耐震強化岸壁)

大規模地震発生時の被害程度が小さい

◇連絡網・体制表…済み

◇済み

18

○M6.5の直下型地震
津波想定地震：佐渡北方沖地震（A）

耐震強化岸壁（－１２ｍ）

ふ頭用地

泊地（－１２ｍ）



伏木富山港 新湊地区北埠頭1号岸壁
（耐震強化岸壁）…コンテナ

主要な施設の脆弱性の評価（例： 伏木富山港）

主要な施設の選定

○呉羽山断層帯 M7.4 （震度6強～7）
津波想定高0.8～5.2m

想定地震・津波の選定

◇１週間までは在庫で対応。それを越えると、他港
の利用、他地域拠点での事業継続、操業停止等

◇生産、出荷の減少、顧客喪失、事業縮小

被災した場合に考えられる影響

施設の耐震性評価

関係者間の連携体制の評価

現状での復旧目標時期の設定

② 課題の抽出 ③ 改善方針（施設、連携体制）

① 脆弱性の評価

◇新湊地区
ガントリークレーンが免震化されていない
ヤードや臨港道路の液状化対策が行われていない

◇関係組織毎のBCP策定の推奨
◇連絡網(役割分担等を含む)整備済み
※今後具体的な対応内容について検討を進める

新湊地区 北１号岸壁
(コンテナ取扱、耐震強化岸壁)

新湊地区 北１号岸壁（コンテナ取扱、耐震強化岸壁）

大規模地震発生時の被害程度が小さい

◇検討中

◇検討中
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連
携
・
連
絡
活
動
の
継
続

新潟港港湾BCP素案
（佐渡航路・国際コンテナ物流）

見直しによる
計画の改定

実効性の確認
（訓練等）

関係者
個別のBCP

策定

連絡体制
の構築

地域としての復興力向上

協議会の開催

港湾活動の継続性

新潟港港湾BCP

広げる広げる

活動の広がり・深化活動の広がり・深化

○○港湾BCP素案

○○

港湾BCPの継続的な見直し

20

PDCAサイクル
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金沢港災害時連絡協議会の様子

大型浚渫兼油回収船 「白山」
キャンペーン・イメージキャラクター

港湾ＢＣＰを策定した港湾から順次計画的に港湾ＢＣＰ訓練を実施し、
港湾ＢＣＰの実効性を確認する。
新潟県内では、「防災・減災 新潟プロジェクト2014」の一環として、
・「新潟港 港湾ＢＣＰ訓練」を平成26年7月に実施（予定）
・防災訓練として、大型浚渫兼油回収船「白山」を佐渡島へ派遣（予定）

港湾BCPの継続的な見直し



広域的な港湾BCPの策定状況

地域名 協議会等
協議会

設立時期
BCP

策定状況
BCP

策定時期

北海道 道央圏港湾連携による防災機能強化方策検討会 H23.9.7 ○ H24.4.12

東北 東北広域港湾防災対策協議会 H25.3.5 ▲ （H27.3）

東京湾 東京湾航行支援協議会 H21.9.8 △ （H26.2）

東京湾 関東港湾広域防災協議会（仮称） H26.3 ▲ （H27.3）

北陸 北陸地域における港湾の地震・津波対策協議会 H25.3.8 ▲ （未定）

伊勢湾 伊勢湾港湾広域防災協議会（仮称） H25d中 ▲ （H26d）

伊勢湾 伊勢湾港湾機能継続計画検討会議 H25.11 △ （H26d）

大阪湾 大阪湾港湾機能継続計画推進協議会 H23.9.16 ○ H24d

大阪湾 大阪湾広域港湾防災協議会（仮称） H25d中 ▲ （未定）

広島湾 広島湾連携ＢＣＰ関係者会議 H22.10.4 ○ H23ｄ

四国 四国の港湾における地震・津波対策検討会議 H23d △ （H25d）

九州東岸地域 九州東岸地域の港湾における地震・津波対策検討会議 H23d ○ H24.7

沖縄 沖縄県における港湾ＢＣＰ検討委員会 H22d △ （未定）

○ 策定済

△ 策定中

▲ 準備中

北陸管内

（出典：港湾局 作成資料）

（平成26年1月現在)
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北陸地域の港湾における災害時広域連携検討会（仮称）の開催

北陸地域の港湾における地震・津波対策協議会
（現在は、「北陸地域国際物流戦略チーム 幹事会」 を充てている）

北陸地域の港湾における
災害時広域連携検討会（仮称）

【 H25.3.8： 報告事項】
・管内の港湾BCP進捗状況
・地震・津波対策に係る包括的方針（案）

【 H26.3.12： 報告事項】
・管内の港湾BCP進捗状況
・北陸地域の港湾における災害時広域
連携検討会（仮称）の設置について

（港ごとの港湾BCP策定)

意見 等

報告 等

【 概要（案） 】
・平成26年度から検討会を開催する

・港ごとの港湾BCP策定時に抽出された広域的な課題等
について検討する

・能登半島を境とした東西海域ごとの広域港湾BCPを
策定する （まずは、東海域から検討を始める）

・大型浚渫兼油回収船「白山」及び港湾業務艇による
離島や半島などの被災地支援体制について検討する

報
告
等

意
見
等

新潟港港湾BCP協議会

佐渡地域港湾BCP協議会

直江津港港湾BCP協議会

七尾港災害時連携協議会

伏木富山港災害時における
官民連携協議会

敦賀港事業継続検討会

金沢港災害時連携協議会

【 東海域 】【 西海域 】

●

●

●

伏木富山港
敦賀港

七尾港

●

新潟港

直江津港

●

●

金沢港

●
●両津港

小木港

東海域

西海域

北陸地域における港湾BCP検討体制の拡充
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